
　浪江町内の空間線量の低いエリアでは、将来的には一時帰還が許可されることになるが、線量の低い浜
側の津波による被害状況を考えると、すぐに元の自宅に戻って生活できるエリアは多くはないだろう。そ
のため、町内の比較的線量の低いエリアの高台で、自宅への帰還の準備を行う為の仮の生活の場、すなわち、
浪江町への帰還の起点となる「町内コミュニティ」を建設する。

4. 浪江町への帰還の起点となる沿岸部の高台に形成する前線拠点としての「町内コミュニティ」

協働復興のための始動プロジェクト：「町内コミュニティ」

ネットワーク
・包括的生活サポートシステム
・統合型移動システム
・人的交流と情報

新ぐるりんこ
（移動）

福島県外

福島県内

浪江町

町内コミュニティ
（帰還の前線拠点）

４

どうやって実現するのか☞６浪江町復興に向けた事業モデル

　　町内ニュータウン
（30年後若者と共に住まう）
５

町外コミュニティ
（郊外型） 町外コミュニティ

（郊外型）

周辺市町村の
中心市街地

借上仮設住宅
仮設住宅などのコミュニティ

町外コミュニティ
（郊外型）

３

１

２
まちなか型 町外コミュニティ
（避難先の中心市街地）

協働復興のプロセス：「町内コミュニティ」
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本格的な帰還のためのニュータウン建設

仮設住宅団地の隣接敷地に建設

居住環境改善

試験運行

2013年 2050年2020年2015年 2018年 2025年 2030年

なかよし号 サービス形態の拡張

一時帰宅時の送迎 帰還の前線拠点での移動サポート

仮設住宅団地

復興公営住宅

企画の立ち上げごとに実施

復興公営住宅、福祉・商業拠点などの建設

町内コミュニティの建設

まちなか型
町外
コミュニティ

2

郊外型
町外
コミュニティ

3

帰還のための
前線拠点

4

浪江町内の復興

みらい号

えんじょい号

第二段階 復興基盤形成期
第一段階 復旧始動期

第三段階 定住環境整備期
第四段階 本格的な帰還期

準備

準備

準備

仮設から公営住宅へ

事業期間

プロジェクト名

新ぐるりんこ1

5
5

4

除染作業 都市基盤整備 住環境整備 本格的帰還

前線拠点へ

前線拠点へ

町内への帰還 町内への帰還

前線拠点へ前線拠点へ



帰還の初期段階

施設の拡充

注１）現在の避難指示解除準備区域では宿泊は許可されない
　　　が、安全性が確保されれば､高齢者を中心に､このよう
　　　な要求は大きくなり､対応が求められる。

介護施設

ぐるりんこ
広場

海の出小屋

畑 短期滞在用の
高齢者住宅

干潟

地元の福祉事業者が、高齢者へのケアに対応した多
機能介護施設にグループホームやサービス付き高齢
者住宅が併設された福祉拠点を整備すれば、ショー
トステイを含めた多様な暫定居住も可能になる注１）。
これによって、高齢者も安心して暮らせる環境が整
えられると同時に、元気な高齢者等の働く場を生み
出すことにつながる。また、商業については、移動
販売等によって定期的に買い物ができる仕組みが整
えられれば、町内コミュニティの生活の支えになる。

帰還準備のための町民の日帰り利用とともに、初期
は元気な高齢者が短期滞在で利用することが予想さ
れ、高齢者に配慮した短期滞在施設と短期滞在者の
移動・生活を支える「新ぐるりんこ」の広場が形成
される。同時に、今後の福祉施設でサービスを提供
する、介護・医療関係者と連携したサポート体制の
整備が進む。

　一時帰還の許可により、自宅や店舗の手入れ、先祖の墓参り、農地の手入れや環境の維持を行う
ための拠点が必要となる。それと同時に、ふるさとで１日を過ごす為の日帰り用のレクリエーショ
ン機能と滞在施設が求められるし、数日間の滞在が可能になった後には宿泊施設も必要となる注１）。
さらに、上下水道や電気等のインフラ整備も進み、居住が可能になり、滞在が長くなるにしたがっ
て町内コミュニティとしての環境を整えていくことになる。

帰還のための前線拠点とは

初期段階にはぐるりんこ広場を中心に施設を整える

本格帰還につながる多様な住宅や施設の整備

介護施設

ぐるりんこ
広場

災害公営
住宅

戸建て住宅

海の出小屋

畑
畑

畑

干潟

斜面地の
週末住宅

短期滞在用の
高齢者住宅
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町内の福祉拠点
事業化・運営会社

大学／研究所

設計事務所、建設会社 浪江町商工会

出資

有志参加 NPO新町なみえ

出資

浪江町の高齢者
帰還拠点の敷地の地権者

民事信託または買い上げ

入居（賃貸）
・介護サービスの利用

・土いじり

福祉事業者

専門的
支援

福祉
NPO

浪江の
事業者

共同
事業

浪江町
復興交付金

国、県

復興まちづくり開発会社

連携

　

契約

　高齢の単身者や夫婦だけでも安心かつ快適に住みや
すいように、高齢者にふさわしいハードと、見守りな
どのサービスが一体となって提供される、高齢者のた
めに考慮された、サービス付き高齢者住宅。

事例　ゆいま～る那須（栃木県那須町）

（73戸・敷地1000㎡）

　放射線量の比較的低いエリアに、一時
帰還のための福祉施設を整備する場合、
浪江町の福祉NPOや福祉事業者などが単
独で事業を進めていくのではリスクが大
きい。関係事業者が連携し、NPOや浪江
町と連携して、復興交付金や出資金を活
用しながら、 町民のニーズに応えてモデル
の実現を図っていく。

浪江町内の帰還拠点における福祉事業

→②安心して暮らすための福祉拠点

　浪江町内の比較的放射線量の低い帰還拠点となりうる土地を民事信託によって、復興まちづ
くり開発会社が土地活用を行う。その際に、浪江の福祉NPO中心となって浪江の事業者と共
同で設立したまちづくり会社が福祉事業を担う。
　ぐるりんこの拠点を囲んで、交流施設や食堂、高齢者住宅などを整備し、いずれは定住のた
めに必要な介護施設などの福祉サービスを提供できるコミュニティを形成する。

事業のイメージ
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■医療・介護

■暮らし

　約 70世帯の集合住宅で自立型 40世帯程度、
介護型 30世帯程度の住宅。中庭を囲む５つの
ユニットからなり木造 1,2 階建てとなっている。
各住棟ユニットに共用室（食堂、音楽室、図書
室など）を整備しており、コミュニティを育む
共用施設となっている。

事例：サービス付き高齢者住宅「ゆいま～る那須」

（株）コミュニティネットHPより　http://c-net.jp/nasuinfo

●あい・デイサービスセンター那須

「あい・デイサービスセンター那須」では定員 15名の介護サ
ポートが受けられる。「ゆいま～る那須」の居室同様、八溝杉
の無垢材を使用。暮らし慣れた敷地内で介護・介護予防のサー
ビスを地用できることは暮らしの負担が少なく安心である。

●コミュニティを育む共用棟

音楽室

●コミュニティキッチン「ゆいま～る食堂」

●送迎車「ゆいま～る号」●移動販売

●文化活動●ショップ「ま～る」

図書室や、音楽を楽しんだり談話したり
と、余暇の楽しみや学び、地域の方々も
含めた交流の場となっている。

食堂棟にて地元の素材をで
きるだけ使った食事を提供
する。あたたかい食卓をイ
メージした団らん空間と
なっている。

パン・生みたて卵・
野菜・豆腐・ヨーグ
ルト・など、地元の
新鮮な食材などが届
く。

通院や買い物や
ちょっとした用足し
にも便利な送迎車で
ある。1日 4回、週
５日送迎を行ってい
る。

音楽室・図書室・自由室といった共用ス
ペースで書道、体操、ピアノ教室、コン
サート、映画会、講演会、縫い物、ガー
デニング、料理教室など多彩な文化活動
が広がっている。

入居者による手作り
品や地元の生産者に
よる味噌、醤油、織
物製品などの販売を
行っている。
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